
（様式第５号） 

従    業    員    等    調 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭県 内 の 事 業 所 

(本・支店、営業所等) 
営 業 用 機 械 器 具 
（主なるもの） 
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   （注） 1. 申請事業に従事する従業員のみを対象として記載することとし、申請事業以外の事業に従事する職員については記載しないこと。 

     2. 事務管理部門に従事する従業員（役員を含む）は、事務員として記載すること。 

     3. 二つ以上の申請事業を兼務している従業員は、主たる事業に記載し、兼務事業は（  ）外書で記載すること。 

     4. 様式第６号の人数と一致すること。 


